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問題の本質

経営幹部（C-suite）の中でチーフデータオフィサー
（Chief Data Officer, CDO）という新たな役割が浸
透し始めている。この新たに登場したリーダーは、情
報資産に関する企業全体のガバナンスと有効利用
に責任を負っており、データを活用し、リスクを管理
し、収益機会を生み出すことに尽力する。本稿では、
金融機関が市場と規制からの多くの重要かつ複雑
な要求事項に対応するにあたり、CDO がどのような
役割を果たすかについて考察する。

起用の時：チーフデータオフィサー

いまだ国際金融危機の影響から回
復途上ではあるものの、金融機関は

将来の潜在的な金融危機とさまざま

なビジネス上の困難に対応するため

の努力を継続している。この目的を達

成するためには、データの透明性を

向上し、ビジネス上の洞察を得るため

に必要な長期的な情報戦略策定やガ

バナンス整備が必要となる。

ドッドフランク法のボルカールール

やさまざまなキャピタルプランニング

関連規制が問題をさらに複雑にして

いる。このため、金融機関はデータイ

ンフラストラクチャーに多額の投資を

行い、データをどのように管理するか

について再検討する必要がある。また、

このような状況は、ソーシャルメディア、

モバイルおよびビッグデータの爆発的

普及と同時に生じており、ビジネスを

遂行するために情報をどのように利用

すべきかについて再評価することも必

要となっている。例えば、金融機関は

ソーシャルメディアによって顧客行動

を分析することができ、リアルタイムな

フィードバックによって、商品を個々に

最適化し、評判リスクとブランドリスクを

管理することが可能になっている。こ
のため、規制対応上の必要性その他

の外部的要因以上に、多くの経営者

がデータに内在している戦略的可能性

を認識し始めている。すなわち、競争上

の優位性を生み出すために、経営者は

かつてないほど、データを管理し、統治

する方法を見いだすことに取り組んで

いる。

このような環境下で、経営幹部の中で
新たな役割が具体化し、浸透し始めて

いる。それが CDO である。CDO は、

データガバナンス、データ品質、データ

アーキテクチャおよびデータアナリティ

クスの確立と維持に責任を負い、金融

機関がリスクを管理し、収益機会を創出

するために、情報の有効な利用を可能

とする。

CDO という役職名を有する役員が
世界的に増加していることを踏まえ、

PwC は、CDO の役割がどのように進

化しているのか、どのような要因がその

成功を妨げているのか、どうすれば企

業は CDO の潜在力を最大限引き出

すことができるのか、調査していく。正

しいアプローチを取れば、CDO は価

値を創造し、企業全体のリスク管理に

貢献し、コストを削減すると共に、情報

を価値ある資産として利用することによ

り、イノベーションを加速することがで

きる。

2013 年において 100 人以上
の CDO が存在しており（大半
が実際に CDO という役職名を
持っている）、その数は 2012
年の 2倍以上となっている 1

1 ガートナー, “CIO Advisory: The Chief Data
Officer Trend Gains Momentum,” 2014/1/13
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CDO の役割は、（場合によってはお互いに対立する）多くの重要な

要求に対応するビジネスリーダーとして、世界的に一段と重要性を

増している。

詳細な分析

大いなる期待

金融業界において CDO の役割
は一段と重要性を増しており、大きな
期待が寄せられている。経営陣は、
規制対応、リスク管理、事業機会の
特定、株主価値の増大にあたって情
報を積極的に利用するという文化を
確立しようとしているが、それにあ
たって、CDO が果たす役割に期待
を寄せている。すなわち、CDO には
以下のような多くの重要かつ複雑な
要求への対応を実現する役割が期
待されている。

 個別に最適化された商品とサー
ビスを提供することにより、顧客
満足度を向上させる

 規制要求の変化や増加の方向
性を見極め、リスクを管理し、規
制要件を順守する

 顧客、商品、収入および販売
チャネルの破壊的変化を可能に
するイノベーションを推進する

 複数部門に独立して存在する
データプログラムから生じるコス
トと冗長性を低減する

このような野心的な課題を想定した
場合、これらの課題に対応し、最適な
結果を得るために、CDO に何ができ
るだろうか。

CDOの役割

ガートナーによる大規模なグローバ
ル企業の調査によると、CDO の数は
2012 年から 2013 年にかけて倍増して
おり、2015 年までにグローバル企業の
25％が CDO を任命するとみられる 2。
また、同調査は、CDO の数が増加して
いる中にあって、CDO が担う役割の範
囲と期待が進化し続けていることも示さ
れている。その役割がどうあるべきか、ビ
ジネス部門および企業全体のレベルで
データの利用に関するコンセンサスをど
のように確立するか、そのためにどのよ
うなアプローチが最も適しているか、とい
う点について、企業は継続的に改善を
行っている。

今日の環境の下で、CDO の役割が
どのように進化しているのか洞察を得る
ために、私たちは CDO のトレンドを分
析し、主要な金融機関の経営陣と踏み
込んだディスカッションを行った。

CDO の責任は企業により異なるが、
一般に以下の領域をカバーしている。

データガバナンス: 健全なデータガバナ
ンスプログラムには次のものが含まれる：
(1) 企業全体の情報の品質、一貫性、有
用性、セキュリティ、可用性を管理するた
めの一連の基準、方針、プロセス、(2)
上記(1)の方針や手続きの遂行を監督す
る統治機関あるいは評議会、 (3)いつ、
どこでどのように CDO がさまざまなビジ

ネス部門および IT 部門と協働するか
を定めた協業のモデル。

データアーキテクチャとテクノロジー:
データアーキテクチャとは、企業全体
でどのようにデータを入手し、統合し、
使用し、そしてデータをビジネス戦略
に沿ったものにするかについての標
準化を定めた青写真の集合体である。
テクノロジーとはその青写真を構築す
るために必要なインフラを指す。例え
ば、データウェアハウス、ビッグデータ
プラットホーム、データ統合ツールなど
が該当する。

データアナリティクス: 企業が保有する
データから洞察や将来見通しを得るこ
とを支援する機能である。データアナ
リティクスには、リアルタイムビジネスイ
ンテリジェンス、分析、報告が含まれる。
成熟した企業において、この機能は、
強固なデータマネジメントおよびデー
タアナリティクスの能力を備え、費用対
効果に優れたシェアードサービスとい
う形態に発展している。これにより、事
務コストを低減し、企業全体のデータ
の再利用を促進し、処理時間を改善
している。

金融機関に、何が CDO の中心的
な責任かを尋ねたところ、77％の企業
が、当面の重点はデータガバナンスで
あると回答した（図表 1 参照）。この回
答は、ほとんどの CDO はいまだその
発展の初期段階にあることを示唆して
いると私たちは考えている。なぜなら、
ガバナンスは他の 2 つの領域の機能
を実現するための枠組みだからである。
したがって、価値を創出するためには、
CDO は自らの責任範囲をデータガバ
ナンスからデータアーキテクチャとテク
ノロジー、データアナリティクスといった
分野に拡大していく必要がある。2 ガートナー“CIO Advisory: The Chief Data Officer

Trend Gains Momentum,” 2014/1/13
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図表1： ほとんどのCDOがデータガバナンスにフォーカスしている 3

3 2014 年における PwC による金融機関の内部調
4 前掲書

.

図表 2： CDOのレポーティングラインはテクノロジーからビジネスにシフトしている 4

質問： CDOは誰に報告していますか？

.

質問： 貴社における CDOの責任の範囲は何ですか？

図表 2 に示されている通り、私た

ちの調査では約半分の CDO がテク

ノロジー部門に報告を行っている。

多くの金融機関は、歴史的にデータ

が主にテクノロジーの問題であると

認識してきたが、その傾向は変化し

つつある。過去数年、CDOのレポー

ティングラインはビジネス部門にシフ

トしてきており、私たちはこの傾向が

継続すると考えている。

ほとんどの金融機関は、トップの
姿勢と企業全体での統一感を促進

するために、CDO は企業全体のレ

ベルで機能すべきものと考えてい

る。しかしながら、企業全体のレベル

から着手することは困難であり、ま

た、予算と時間の両面でコストのか

かる方法である。その結果、いくつか

の企業はビジネス部門や（リスク管理

や財務といった）管理部門のレベル

で小規模な取り組みを行っている。

これらの取り組みは、多くの企業が

中央集権的なモデルを採用した場

合に価値を見いだしているベネ

フィットを欠くことになるが、迅速に導

入することができ、また全社的展開

に向けた 1 ステップと位置付けること

ができるという利点がある。また、至

急対応を要する領域に経営陣が注

力することができるという利点もある。

企業全体の CDO というアプローチ

とビジネス部門／管理部門レベルの

CDO というアプローチの違いを

図表 3 で分析している。

回答者

31%
データガバナンス

データアーキテクチャ
＆テクノロジー

データアナリティクス

46%
データガバナンス

データアーキテクチャ
＆テクノロジー

77%
データガバナンス

42%
CIO

42%
COO

4％
CRO

8%
CFO

● テクノロジー

● ビジネス
CDOは誰に
3

査結果

4%
CTO

報告しているか
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図表 3： 企業全体のCDO というアプローチはビジネス部門／管理部門の CDOというアプローチとどのように比較されるか？

ビジネス部門／管理部門の CDO 企業全体のCDO

ガバナンス

および基準

 オーナーシップがビジネス部門／管理部門のレ

ベルでは確立されるが、ビジネス部門と IT 部門

間のガバナンスは分権化されたまま残り、その結

果、グループ内での差異が生じる。

 企業全体の場合と比較して、必要となる予算は

少なくて済む。しかしながら、総額としてのコスト

は高くつく可能性がある。

 重要なデータ項目とプロセスについて、企業全体

のオーナーシップが欠如し、ビジネス部門／管理

部門間で基準に一貫性がなくなる。

 継続的にモニター、評価される方針や基準に沿って、

企業全体とビジネス部門双方のデータについてのオー

ナーシップが確立される。

 組織的な複雑性と間接コストが増加する。例えば、報
告に使用するさまざまなタクソノミを統合する必要性な

どである。しかしながら総額としてのコストは低くなるは

ずである。

データアーキテク
チャとテクノロジー

 テクノロジーの基準、プラットホームおよびプロセ
スが、よりフレキシブルであり、ビジネス部門や管

理部門のニーズに適合しやすい。

 ビジネス部門間のテクノロジーの基準を整合させ

る仕組みは限定的であり、場当たり的なものと
なる。

 ビジネス部門間の複数のポイントツーポイントの

インターフェースにより、企業全体のテクノロジー
の基準がより複雑となる。

 共有されたアーキテクチャロードマップと管理指標に
より、企業全体とビジネス部門間のテクノロジーの基

準について明確な整合性が保たれる。

 データに関する取り組みをモニターし、達成すべき状

態と比較した評価が可能となる。

 企業全体のアーキテクチャとテクノロジーの構築には

より多額の初期投資が必要となるが、一般的に冗長

性と手作業によるデータ加工の程度を減少させるた
め、長期的な費用対効果は向上する可能性が

ある。

 タクソノミとデータモデルに一貫性が確保されな

いため、企業全体での統合された管理指標と報
告を実現することが課題となる。

 複数のビジネス部門が報告のためのデータレポ

ジトリを構築するため、企業全体の観点からは
データ品質の一貫性を欠くことになる。

 分析がビジネス部門／管理部門に固有のニーズ

にフォーカスされ、他の部門がもたらす洞察を利

用することにつながらない。

 共通のインターフェース基準、ツール、データモデル、

およびアーキテクチャにより、集中レポジトリを通じて
企業全体の視点を持つことが可能となる。

 より成熟した企業においては、シェアードアナリティク

スというソリューションにより、コストと複雑性、ならび
に重複した IT 投資を抑制することができる。

 データがビジネスインテリジェンスを促進するために利

用され、その結果、強固に統合された分析と報告に基

づいて、経営陣がより十分な情報を得た上で意思決
定を行うことができる。

データアナリティ

クス
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課題

CDO の潜在的可能性は広範に及
ぶが、重大な課題にも直面している。
短期的には、CDO の組織を立ち上げ
るために、金融機関はいくつかの課題
に対応する必要がある。

 予算: CDO オフィスを立ち上げる
ためには予算が必要である。企業
価値を向上させる手段というよりも、
一義的には規制対応の手段であ
ると見なしている企業にとって、そ
のコストは高いものに感じられるで
あろう。また、多くの企業は誰がそ
の費用を負担すべきか、それは IT
部門の責任なのかビジネス部門の
責任なのかについて合意に至るこ
とができない。このため、一部の企
業は実務的な方法で CDO オフィ
スの予算を確保している。例えば、
責任の重複しているデータ管理グ
ループを統合することや、データ
の標準化によってオペレーショナ
ルコストを押し下げることなどで
ある。

 懐疑心: 多くの利害関係者にとっ
て、ベネフィットを測定することが
困難であり、また、最大のベネ
フィットを実現するために何年も要
する場合、投資に対するリターンを
見いだすことが難しい可能性があ
る。CDO とそのスポンサーは、
CDO の役割が、組織に定着させ
るべき競争上の優位性というよりも、
一過性のトレンドではないのか、と
いう批判を乗り越える必要がある。

 リクルート: CDOの役割はビジネス
と IT の領域を横断したものである。
しかしながら、その境界を超えて信
頼を勝ち得るために必要となるビ
ジネスとテクノロジー両方の深い知
見を有する個人を見いだすことは
容易なことではない。

いったん CDO オフィスが立ち上げら
れた後、すぐに CDO はさらに難しい課
題に直面することになる。

 範囲: CDO は、その責任範囲を決
定しながら、重複するデータオー
ナーシップに関する利害関係を調
整する必要がある。役割と責任が明
確になっていない場合には、CDO
は身動きが取れなくなるかもしれな
い。さらに悪いことには、企業が直
面するデータのありとあらゆる問題
が CDO のもとに持ち込まれることに
なるかもしれない。

 テクノロジーの障壁: 長年にわたる
過少な IT 投資により生じる課題を
解きほぐしながら、洗練された分析
やリアルタイムの報告といった、さま
ざまな期待のバランスを取ることは
難しい課題である。

 長期的な焦点: CDO は増加する規
制のための戦術的必要性と、長期
的な戦略目的のバランスを取る必
要がある。また、それら全てを持続
可能かつ費用対効果の高い方法で
行わなければならない。

ほとんどの金融機関は、もはやこれ以
上、これらの問題を放置する余裕はない。
私たちは、企業が CDO について実用
的なアプローチを採用し、直面する課題
をひとつひとつ評価することによって、正
しい答えを得ることができると考えている。
そうして初めて、リソースをどこに注力す
ることが最善なのかを決定することがで
きる。

多くの企業は CDO が成功す
るために、どのようにその役
割を定めれば良いかにかか
る諸問題と、これらの諸問題
をどのように克服するかという
課題に取り組んでいる。私た
ちはこのような課題について
以下のような質問を金融機
関から受けている。

 どのようにすれば、CDO が

主たるビジネス上の取り組み

について「テーブルにつく」

ようにすることができるのか。

 CDO は、データ処理の問

題が中心となるような規制

に対応するために、財務部

署やリスク管理部署とどの

ように協働すべきなのか。

 CDO の取り組みは個々のビ

ジネス部門や管理部門でな

されるべきなのか、あるいは

企業全体の取り組みとして行

われるべきなのか。

 CDO オフィスの設置に関す

る、短期的、長期的なロード

マップはどうあるべきなのか。
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私たちの提言

いかにして正しい答えを得るかは、
目先および長期の達成目標に加え、
企業の足元の成熟度に依存する。

私たちは、成功に至るために、3 つの
重要なアクションがあると考えている。

1. 準備を整える

CDO オフィスに対する理解と協力を
促進する。 金融機関は CDO の役割
について戦略的なビジョンを確立し、
CDO を設置することによって何を達
成したいのかを明確にする必要がある。
また、直面することになる短期的、長
期的課題を認識し、それに対処する
ための計画を策定する必要もある。企
業はいくつかの短期的ベネフィットを
達成することを期待すべきであるが、
数年で全てのベネフィットが実現しな
い可能性も認識すべきである。これは、
潜在的なベネフィットに対する懐疑心
を克服するための理解と協力を促進
するために、トップマネジメントからの
強力な支援が非常に重要であることを
意味している。このような支援には、経
営陣のスポンサーシップと、CFO、
COO、CRO および CIO から構成され
るデータガバナンス委員会の設置が
含まれる。

適切な人材を特定する。 金融機関は、
有効に、かつ信頼性をもって、ビジネス
部門と IT 部門両者の橋渡しができる個
人を特定し、獲得するという課題に直面
する。

私たちは、CDO は（例えば、リスク管
理や財務管理といった）企業の管理業
務に携わった経験を有すべきであると考
えている。なぜなら、彼もしくは彼女は、
複数のビジネス部門にまたがるデータの
統治と集計という複雑な業務を管理する
ために、その経験を有効に利用すること
ができるからである。CDO は、CDO と
CIO に報告を行うテクノロジーのリー
ダーによってサポートされるが、このテク
ノロジーのリーダーは、CDO の優先順
位に従ってテクノロジーに関する取り組
みを調整することにより、ビジネス部門と
IT部門間の橋渡しを支援する。

協業モデルを確立する。 CDO の役
割に対する認知を確立することは、多
くの金融機関にみられる課題である。
企業のリーダーは利害関係者に対し、
ビジネスからマーケティング、リスク管
理および財務に至るまでの諸部門を
対象に、それらの諸部門がどのように
CDO からベネフィットを受けることがで
きるかについて教育する必要がある。

そのために、CDO は情報戦略に影
響する主要な意思決定、リスク、あるい
はプロジェクトが生じた時に「テーブル
につく」ことができるように、リスク管理、
規制対応およびビジネスのリーダーと
日常的に協業するためのモデルを確
立すべきである。彼らは、プロジェクト
マネジメントプロセスなどにおいて、
CDO の関与を要請する適切なタイミン
グを明確にすることにより、この協業関
係を公式なものとすることができる。

CDO はデータの再利用と標準化の
ための準備を行い、懐疑心に立ち向
かい、情報をより効果的かつ戦略的に
利用することから得られる、即時の、ま
た、将来におけるベネフィットを証明し
なければならない。
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2. ビジネス主導の情報戦略を
定義する

前述の通り、CDO が直面する 2 つ
の喫緊の課題は、懐疑心を克服する
ことと、長期的な視点を維持すること
である。これらの課題に立ち向かうた
めに、CDO はリスクとコストを抑えな
がら、最大のリターンを得るというビジ
ネス主導の情報戦略を確立すべきで
ある。

強固な情報戦略は以下のようなも
のであるべきである。

 重要なビジネス目的とビジネス上
の取り組みを認識し反映する

 ビジネスを支援するために、どの
ようにデータを利用するかを知り、
コミュニケーションする

 データの共通性を特定し、プロ
ジェクト間でデータの共通性を利
用するための計画を策定し、実行
する

 有効なデータ管理プログラムがも
たらすことのできる成果を証明
する

これらの目的を達成するために、
CDO は企業全体の情報資産の再利
用の機会を模索しなければならない。
例えば、既存の規制準拠のための取
り組みとビジネス目的の関連性を把握
することにより、規制のために費やした
投資から「より価値のあるもの」を得る
ことができる。

その可能性を例示するためにアン
チマネーロンダリング（AML）の取り組
みについて考えてみると、データが持
つ意味と機会を次のように分析するこ
とができる。銀行は不法行為を取り締
まるために顧客取引をモニターしてい
る。この同じ情報を利用することにより、
顧客行動や消費性向に関する洞察を
得て、クロスセルなどの顧客との関係
強化に役立てることができる。

同様に、例えば顧客苦情管理シス
テムなどのコンプライアンスのための
アーキテクチャをセールスやマーケ
ティングの取り組みに利用することもで
きる。この顧客中心の考え方は、費用
削減、商品開発機会、顧客ロイヤル
ティーや顧客満足を含む、複数のベネ
フィットを提供する。

CDO が異なる利用目的のために
データを整理・適合させるための新し
い方法を発見し始めるにつれて、
CDO はユーザーニーズがどのように
相違しているかを認識し続ける必要が
生じてくる。例えば、リスクと規制に関
する取り組みでは、厳格なデータ品質
が必要となる可能性が高くなるが、顧
客にフォーカスしたマーケティングの
取り組みにおいては、正確性はさほど
必要とされず、観察されるトレンドや行
動に関する指標に、より重点が置かれ
ることになると考えられる。

3. CDO の役割を成功させるために
段階を踏む

前述の通り、企業全体の CDO を設
けるというアプローチと比較した場合、
ビジネス部門の CDO を設けるという
アプローチには利点と欠点の両方が
ある（図表 3 参照）。企業全体のアプ
ローチは、（総額としてのコストを最終
的には引き下げる ）より強固な、統合
された経営情報をもたらすが、必要と
なる初期投資は高いものに見えるかも
しれない。私たちは、企業全体レベル
の CDO の役割を確立するために、企
業が段階を踏む方法を採用すること
により、妥協点を見つけることができる
と考えている。

ステップ 1：データガバナンスに注力
することから始める。 大きなリスクが伴
う規制対応という問題の性質を考慮す
ると、大半の企業は、コストのかかる規
制対応の失敗を回避するためのガイド
ラインを確立すべく、ガバナンスに関
する取り組みから開始する。

ステップ 2：いったん、ガバナンスが確
立されると、CDO の焦点はデータアー
キテクチャとテクノロジーに拡張するこ
とができる。 企業全体のテクノロジー
標準を定義し、再利用可能なツール
を開発し、テクノロジーの変化に関す
るより良い計画と一貫性を促進するこ
とにより、コストを削減することができる。
標準的なデータプロトコルは、商品、
顧客、その他の領域について一貫し
た分類を行うことにより、また、それら
がどこに保存され、どのようにシステム
間を移動していくかに関するルールを
提供することにより、ガバナンスを強化
することもできる。
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図表 4:強固な CDOの土台を築くための段階的なステップ

ステップ 1:
データガバナンス

 役割と責任（例えば、統治組織、データスチュワードシップ、データカストディアン）や、方針および手続
きを含む、データガバナンスに関するオペレーティングモデルを確立する。

 データガバナンスの方針と手続きを定め、施行するにあたっての範囲と優先順位を定義する。

 方針に対する準拠状況を管理し、全体的なデータガバナンスの有効性を測定するための報告体系を確
立する。

 エンゲージメントモデルを公式なものとするために、リスク管理、規制対応およびビジネス領域の利害
関係者との協業関係を確立する。

ステップ 2:
データアーキテクチャ
とテクノロジー

 現状のデータアーキテクチャを評価し、望ましい能力を特定し、目標とするアーキテクチャを定義する。

 目標とするアーキテクチャを達成するための、青写真、マイルストーン、成果物およびロードマップを定
義する。

 ユーザーが商品、顧客などを組織全体にわたって標準的な手法で定義し、明確化することを支援する
ための、基本となるテクノロジー基準、ツール、プラットホームやプロセスを定める。

 ロードマップを導入するために必要となる、テクノロジーインフラストラクチャー（ソフトウエアとハードウ
エアの両者を含む）とプロセスを策定する。

 ロードマップを展開し、目的が達成されていることを検証するための測定とモニタリング手続きを導入
する。

ステップ 3:

データアナリティクス

 アナリティクスの実施により達成したい目的を決定する。その目的には、例えば、顧客データを収益に
つなげる、取引とオペレーションを改善する、リスク管理と規制報告を改善するなどの目的が含まれ
得る。

 必要なアナリティクス手法の種類を決定する。規制報告は過去の分析に焦点を当てる傾向があるが、
顧客データを収益につなげるためには、より複雑で予測的なモデルが必要となる。

 アナリティクスチームの技術的な能力を評価し、追加的なスキルとリソースの必要性を決定する。

 アナリティクスに関するテクノロジーとツールが、ビジネスニーズに適応しているか否かについて評価
する。

 シェアードサービスとソリューションモデルの潜在的な価値を評価し、ゴールと戦略的目的を描いたシェ
アードソリューションオペレーティングモデルを開発する。シェアードソリューションを通じて得られる生
産性、効率性および潜在的機会を測定する。

ステップ 3：最後に、アナリティクス能
力を開発する。 多くの企業は組織の
さまざまな場所でアナリティクスの能
力を有している。このステップは、ビジ
ネス目的を新鮮な目で見直し、その
ゴールを達成するためにアナリティク
スをよりよく使用するためにどうすべき
かを考える段階である。

例えば、多くの企業は商品と市場
データに基づいて売り上げを予測する
ためにアナリティクスを利用している。
そのうちの一部の企業は、顧客消費行
動を分析し、製品特性を特定の顧客セ
グメントに適合させるための分析を行う
ためにアナリティクスの利用範囲拡大
を決断するかもしれない。

既に強力なアナリティクス能力を有し
ている企業においては、CDO は多くの
アナリティクスを提供し、迅速に報告を行
うことができるシェアードサービスユニット
の組成を検討すべきである。このアプ
ローチは、ビジネスニーズをターゲットと
した、より統合的な報告を行うことにより、
戦略的な目的との整合性を改善する。ま
た、規模の経済、作業の標準化およびリ
ソースのプール化を推進することにより、
サイロ化された業務を打破することがで
きる。

図表 4 は段階的なアプローチを展
開するための重要なステップを示して
いる。このアプローチにより、金融機関
がより高度な知識と多くの投資を必要
とする領域に踏み込む前に、CDO プ
ログラムの土台を確立することにより、
取り組みにかかるリスクを制御すること
ができる。しかしながら、どのようなプロ
セスもそうであるように、企業は各社の
状況に応じてこれらのステップを調整
する必要がある。複数のステップを同
時、あるいは異なる順序で導入するこ
とを選択する CDO もいるかもしれない
が、その場合に生じるであろう追加的
な複雑性に整えておく必要がある。
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貴社のビジネスにとってこれは何を意味するのか

私たちのアプローチの
ベネフィット

私たちが推奨するアプローチは有
効なデータマネジメントを促進し、この
アプローチを通じて企業は以下のこと
を達成できる。

規制上のリスクとコストを低減する

 費用のかかる規制対応における失
敗を回避する。適時かつ正確な情
報を要求するリスク管理とコンプラ
イアンスは強制的な要求であり、
データ品質と適時性に関する問題
は規制上のペナルティーにつなが
る可能性がある。

 AML、ドッドフランク法、FATCA、
バーゼル銀行監督委員会（BCBS）
239、欧州市場インフラ規制（EMIR）
およびグローバルな取引主体識別
子（LEI）といったリスク管理と規制
上の要求に有効に準拠するにあ
たって、堅実なデータマネジメント
は非常に重要である。

オペレーショナルコストを縮小する

 データの維持、マッピング、リコンサ
イルにかかる重複を解消することに
より、オペレーショナルコストを低減
する。

 ビジネスプロセスを改善し、データ
クレンジングの必要性を低減する。

 データを操作し、クレンジングし、
評価するためにリソースを費やす
のではなく、収益創出活動に集中
する。

顧客ロイヤルティーを高める

 適切に管理されたデータは、顧客
ニーズを理解し、予測するという金融
機関の取り組みを可能にする。より個
人的な、洞察に基づく経験を作り出
すことにより、企業は顧客ロイヤル
ティーを高め、より高いシェアを獲得
できる。

 より良い情報は、金融機関の商品や
サービスにかかるパフォーマンス評価
を改善するのに役立つ。成功してい
るものを特定し、失敗に対する修正を
迅速に行うことにより、金融機関は、よ
り先を見越したビジネス上の意思決
定を行うことができ、顧客ニーズに適
合することができる。

CDO の競争上の優位性：勝つ
ために CDO を任命するのか、
「単に任命する」のか

CDO の役割は不況を乗り越えた後
の重要な岐路に立っており、多くの企
業が CDO の役割を研究し続けること
になるように思われる。

データには多くの可能性がある。し
たがって、適切な予算の確保と経営者
による支援があれば、CDO は企業の
成否を左右する差別化要因になり得
る。CDO を最適なかたちで設置する
にはどうすればよいかを慎重に検討す
ることが、幸運を祈って単に CDO を
任命することと、実際に変革的かつ持
続的な競争優位性を勝ち取ることの差
を生み出すことになると考えられる。

「ストレステストに取り組むとき、
データの管理とデータの集計・
結合が銀行にとって大きな 2 つ
の頭痛の種である。直近の
CCAR の検査において、主要な
米国銀行の一部がデータ品質
の問題により検査上指摘を受け、
その結果、ペナルティーを課さ
れている」5

.

5 SAS「ストレスを感じるか？米国と欧州の銀行は

規制上のストレステストにどのように対応している

か」Copyright © 2014. SAS Institute Inc. All rights 
reserved. Reproduced with permission of SAS

Institute Inc., Cary, NC USA
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